
令和８年調査事項（【01】調査票（産業共通））と令和３年調査事項（【01】調査票（産業共通））との対比表

●「法人でない団体」については、報告者負担及び産業特性事項（事業所集計事項に限る。）把握拡大の観点から、記入対象調査票を調査票（産業共通）から単独事業所調査票に変更

令和８年調査調査事項（案） 令和３年調査において対応する調査事項

【01】調査票（産業共通） 【01】調査票（産業共通）

【01】調査票（産業共通） 【01】調査票（産業共通）

この場所での事業所の開設時期
●過去調査分を各年単位に変更
　※前回（令和３年）調査から調査実施年（令和８年）までの期間は各年で把握する必要があるもの
　　前々回（平成28年）調査から前回までの期間については、新型コロナウイルス感染症の影響により調査票回収率が低下したことから、再度各年で把握するもの

この事業所の単独事業所・本所・支所の別等
●個人経営の複数事業所企業については支所情報の特定を廃止することに伴い、「個人経営」の「支所・支社・支店」の場合は、「本所の正式名称・所在地等」に記入不要の記載を追加

参考５
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令和８年調査事項（【02】～【12】単独事業所調査票）と令和３年調査事項（【02】～【12】単独事業所調査票）との対比表

●「法人でない団体」については、報告者負担及び産業特性事項（事業所集計事項に限る。）把握拡大の観点から、記入対象調査票を調査票（産業共通）から単独事業所調査票に変更

令和８年調査調査事項（案） 令和３年調査において対応する調査事項

【02】～【12】単独事業所調査票 【02】～【12】単独事業所調査票

【02】～【11】単独事業所調査票 【02】～【11】単独事業所調査票

【02】～【11】単独事業所調査票 【02】～【11】単独事業所調査票

法人番号
●「法人番号なし」の項目を追加
　※前回調査において、法人番号の指定を受けない事業所が存在することを把握したため

この場所での事業所の開設時期
●過去調査分を各年単位に変更
　※前回（令和３年）調査から調査実施年（令和８年）までの期間は各年で把握する必要があるもの
　　前々回（平成28年）調査から前回までの期間については、新型コロナウイルス感染症の影響により調査票回収率が低下したことから、再度各年で把握するもの

経営組織
●「法人でない団体」については、報告者負担及び産業特性事項（事業所集計事項に限る。）把握拡大の観点から、記入対象調査票を調査票（産業共通）から単独事業所調査票に変更
※下記は【02】農業、林業、漁業の例。この他の産業別の「法人でない団体」の誘導については、【03】～【11】票を参照

７ 法人番号 法人番号なし

□
● 指定されている法人番号13桁を記入してください。

不明な場合、法人番号指定通知書又は国税庁ウェブサイト（国

税庁法人番号公表ウェブサイト）により確認できます。

法人番号が指定されてい

ない場合は、右の□に

「レ」印を記入してください。
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令和８年調査事項（【02】～【12】単独事業所調査票）と令和３年調査事項（【02】～【12】単独事業所調査票）との対比表

令和８年調査調査事項（案） 令和３年調査において対応する調査事項

【第２面】 【第２面】

【第２面】 【第２面】

農業、林業、漁業の収入の内訳（【02】農業、林業、漁業）
●産業連関表農業サービス部門の精度向上のため、「農業サービス業（請負によるもの）」を「農業サービス業（請負によるもの、農作業代行サービス業等を除く）」と「農作業代行サービス業等（請負によるもの）」に分割

生産数量及び生産金額（【03】鉱業、採石業、砂利採取業）
●財分野の生産物分類に対応した品目に変更
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令和８年調査調査事項（案） 令和３年調査において対応する調査事項

【第２面】 【第２面】

（廃止）

【第２面】

物品賃貸業のレンタル年間売上高及びリース年間契約高（【06】建設業、不動産業、物品賃貸業）
●経済構造実態調査における対応等を踏まえ、「建設、サービス収入の内訳」での捕捉等に変更

店舗形態（【05】卸売業、小売業）
●日本標準産業分類の改訂で新設された分類「均一価格店」を正確に把握するために、「店舗形態」欄に｢均一価格店｣の項目を追加

　１　コンビニエンスストア

25　店舗形態 この事業所の店舗形態について、該当するものがある場合は、番号を一つだけ〇で囲んでください。

　４　均一価格店　２　ドラッグストア 　３　ホームセンター
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令和８年調査調査事項（案） 令和３年調査において対応する調査事項

【第２面】 【第２面】

【第２面】 【第２面】

サービス収入の内訳（【08】医療、福祉）
●前回調査の結果、生産物分類の改訂状況を踏まえた見直しに対応した品目に変更

サービス収入の内訳（【07】飲食サービス業）
●前回調査の結果等を踏まえた見直しに対応した品目に変更

サ

寄付金、補助金、助成金、運営費交付金など事業活動によって得た収入
以外の収入

食料品検査サービス

非住宅用建物又はスペースを賃貸するサービス（収納スペース賃貸サービス、会議
室・ホール等賃貸サービス（時間又は日数単位で賃貸するもの）を除く。）

非住宅用建物賃貸サービス
（収納スペース賃貸サービス、会議室・ホール等賃貸サービスを除く）

住宅賃貸サービス

住宅賃貸サービス
（旅館業法の許可を受けていない下宿サービスを含む。）

各種団体・組合における賦課金・会費収入

0,000

各種経済、労働、学術・文化団体及び協同組合における経営指導、情報提
供サービス

寄付金、補助金、運営費交付金等

２８

２７ 0,000

屋外の広告スペース（看板、横断幕、電柱、アドバルーンなど）を提供する
サービス

屋外広告スペース提供サービス

２６
食料品検査サービス

0,000

２５ 0,000

0,000

0,000

0,000

金
額
で
記
入
で
き
な
い
場
合
は

、
右
欄
に
割
合
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い

。

0,000

0,000

放課後児童クラブ・放課後子ども教室、障害児向けなどのその他の児童福
祉サービス

公的介護保険適用

２０

１９
その他の児童福祉サービス

0,000

１７

１８

0,000

看護師などが療養を受ける状態にある者の居宅において、療養上の世話
又は必要な診療の補助（公的医療保険適用外）を提供するサービス

訪
問
看
護
サ
ー

ビ
ス

公的医療保険適用

公的医療保険適用外

看護師などが療養を受ける状態にある者の居宅において、療養上の世話
又は必要な診療の補助（公的医療保険適用）を提供するサービス

助産サービス

病院、診療所などが外来患者（歯科に限る。）に対して行う公的医療保険適
用外の医療サービス

病院、診療所などが行う各種の健康診断、人間ドック、予防接種、妊産婦
保健指導等の保健予防サービス

　

(

外

来

(

歯

科

を

除

く

)
)

　

医

療

サ

ー

ビ

ス

公的医療保険適用

公的医療保険適用外

　

(

外

来

(

歯

科
）

）

　

医

療

サ
ー

ビ

ス

公的医療保険適用

公的医療保険適用外

病院、診療所などが外来患者（歯科を除く。）に対して行う公的医療保険適用外の医療サービス

（臨床心理士などの医師以外の者が行う健康相談サービスを含む。）

保健予防活動サービス

７

病院、診療所などが外来患者（歯科に限る。）に対して行う公的医療保険適
用の医療サービス

0,000

0,000

0,000

公的医療保険適用

公的医療保険適用外

病院、診療所などが入院患者に対して行う公的医療保険適用の医療サー
ビス

１

３
病院、診療所などが外来患者（歯科を除く。）に対して行う公的医療保険適用の医療サービス

（精神保健福祉センターなどの健康相談施設が提供する医療サービスを含む。）

２

９

６

病院、診療所などが入院患者に対して行う公的医療保険適用外の医療
サービス

５

１０

保健衛生サービス

１６

医療附帯サービス

１４

水質検査（環境計量証明サービスに含まれるものを除く。）、動物愛護センターにおけ
る動物保護、貯水槽水道の管理の検査などの保健衛生サービス

歯科技工、臓器等バンク、検体検査、医療用器材の滅菌サービス等の医
療に附帯するサービス

国家資格を有したあん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師又は柔道整復師が公的医療保険適用

外の医業類似行為である施術を提供するサービス又は療術を提供するサービス

施
術
サ
ー

ビ
ス

公的医療保険適用

公的医療保険適用外

国家資格を有したあん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師又は柔道整復師が公的
医療保険適用の医業類似行為である施術を提供するサービス

医療サービスのうち、文書料など他に分類されないもの

0,000

0,000

0,000

0,000

0,000

0,000

0,000

金
額
で
記
入
で
き
な
い
場
合
は

、
右
欄
に
割
合
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い

。

0,000

万 円千億百億十億 億 千万百万

⑩医療、福祉事業の収入

社会保険事業サービス

社会保険事業団体（健康保険組合、共済組合など）の掛金収入など

17 サービス収入の内訳

　下記のサービスの種類について、当てはまるものすべてを記入してください。（万円未満四捨五入）
　金額で記入できない場合は、第１面の10欄「①売上（収入）金額」に占める割合を記入してください。（小数点以下四捨五入）

売上（収入）金額
又は割合（％）

千億百億十億 億 千万百万十万 万 十万
サービスの種類

番
号円

サービスの種類
番
号

売上（収入）金額
又は割合（％）

１３

0,000

0,000

⑦不動産事業の収入

２２

保育サービス

保育所などが乳児又は幼児を保育するサービス
（保育所が提供する給食サービスや施設提供サービスを含む。）

公的介護保険が適用される介護サービス

0,000

⑱学術研究、専門・技術サービス事業の収入（⑩医療、福祉事業の収入）

⑲上記以外のサービス事業の収入

介
護
サ
ー

ビ
ス

その他の社会福祉サービス

障害者向けなどのその他の社会福祉サービス

公的介護保険が適用されない介護サービス

公的介護保険適用外

２４

２３

２１

備考

産後ケアサービス

８ 0,000
母子保健法に基づき、出産後一年を経過しない女子及び乳児に、短期間
入所、通所又は訪問により、産後ケアを行うサービス

その他の医療に関連するサービス

１５

医

療

サ
ー

ビ

ス
（

入

院
）

⑩医療、福祉事業の収入

４

１２

0,000

0,000

助産師が妊婦等に対して助産又は保健指導を行うサービス

１１
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令和８年調査調査事項（案） 令和３年調査において対応する調査事項

（廃止）

【第２面】

【12】単独事業所調査票 【12】単独事業所調査票

この事業所の単独事業所・本所・支所の別等
●個人経営の複数事業所企業については支所情報の特定を廃止することに伴い、「個人経営」の「支所・支社・支店」の場合は、「本所の正式名称・所在地等」に記入不要の記載を追加

特定のサービス業における取扱件数、入場者数、利用者数等（【10】サービス関連産業Ｂ）
●経済構造実態調査での廃止を受け、利活用状況等の観点から廃止
　※当該項目については生産物分類にて把握
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令和８年調査事項（【13】企業調査票、【14】団体調査票）と令和３年調査事項（【13】企業調査票、【14】団体調査票）との対比表

令和８年調査調査事項（案） 令和３年調査において対応する調査事項

（廃止）

【13】企業調査票【第２面】

【14】団体調査票 【14】団体調査票

物品賃貸業のレンタル年間売上高及びリース年間契約高（【13】企業調査票）
●経済構造実態調査における対応等を踏まえ、「建設、サービス収入の内訳」での捕捉等に変更

法人番号（【14】団体調査票）
●法人番号なしの項目を追加
　※前回調査において、法人番号の指定を受けない事業所が存在することを把握したため
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令和８年調査事項（【15】～【20】事業所調査票）と令和３年調査事項（【15】～【20】事業所調査票）との対比表

令和８年調査調査事項（案） 令和３年調査において対応する調査事項

【15】～【20】事業所調査票 【15】～【20】事業所調査票

【15】～【20】事業所調査票

（新規）

【19】事業所調査票（建設業、サービス業） 【19】事業所調査票（建設業、サービス業）

この事業所の主な事業の内容（【20】事業所調査票は「政治団体、宗教の種類等」）
●「管理・補助的業務か否か」の項目を追加（【15】～【20】事業所調査票）
●【19】事業所調査票（建設業、サービス業）については、「事業の業態欄」に詳細な内容を追加

この場所での事業所の開設時期
●過去調査分を各年単位に変更
　※前回（令和３年）調査から調査実施年（令和８年）までの期間は各年で把握する必要があるもの
　　前々回（平成28年）調査から前回までの期間については、新型コロナウイルス感染症の影響により調査票回収率が低下したことから、再度各年で把握するもの

※管理・補助的業務：支所等の管理、総務、経理、広報、自家用車庫・修理工場、自家用倉庫等

『調査票の記入のしかた』〇ページを参照し、この事業所がもっぱら管理・補助的業務を行っている
場合は、右の□にチェックをしてください。

（２）管理・補助的業務か否か

製造品の出荷・加工

1

4

7

主に顧客の注文で調理する料理品を提供（配達を含む）

土木工事の施工額が、施工額全体の80％以上

主に同一企業の他の事業所で製造・加工した物品を販売

5 主に他企業の事業所（下請先も含む）で生産・加工した物品を販売

飲食サービス 10

13

建 設

11

12 建築工事の施工額が、施工額全体の80％以上

土木工事と建築工事の施工額がいずれも施工額全体の80％未満

上記（１）で記入した主な事業の内容が、製造
品の出荷・加工、卸売・小売、飲食サービ
ス、建設の場合は、該当する事業の業態を右
表から選択し、番号を○で囲んでください。

小 売

6 主に製造してその場所で小売

主に他の事業所から仕入れた商品を店舗で販売

8 主に仕入れた商品を店舗を持たずに通信販売・ネット販売・訪問販売等で小売

9 主に調理済みの料理品を販売

●

事業の業態 事 業 の 内 容 番号 事 業 の 業 態（３）

主に製造して出荷又は卸売

2 主に製造して通信販売・ネット販売等で小売

3 主に他の業者から支給された原材料により製造・加工

卸 売
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令和８年調査事項（【15】～【20】事業所調査票）と令和３年調査事項（【15】～【20】事業所調査票）との対比表

令和８年調査調査事項（案） 令和３年調査において対応する調査事項

【第２面】 【第２面】

【第２面】 【第２面】

農業、林業、漁業の収入の内訳（【15】農業、林業、漁業）
●産業連関表農業サービス部門の精度向上のため、「農業サービス業（請負によるもの）」を「農業サービス業（請負によるもの、農作業代行サービス業等を除く）」と「農作業代行サービス業等（請負によるもの）」に分割

生産数量及び生産金額（【16】鉱業、採石業、砂利採取業）
●財分野の生産物分類に対応した品目に変更
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令和８年調査調査事項（案） 令和３年調査において対応する調査事項

【第２面】 【第２面】

（廃止）

【19】事業所調査票（建設業、サービス業）

店舗形態（【18】卸売業、小売業）
●日本標準産業分類の改訂で新設された分類「均一価格店」を正確に把握するために、「店舗形態」欄に｢均一価格店｣の項目を追加

特定のサービス業における取扱件数、入場者数、利用者数等（【19】建設業、サービス業）
●経済構造実態調査での廃止を受け、利活用状況等の観点から廃止
　※当該項目については生産物分類にて把握

百億 十億 億 千万 百万 十万 万円百億 十億 億 千万 百万 十万 万円百億 十億 億 千万 百万 十万 万円百億 十億 億 千万 百万 十万 万円百億 十億 億 千万 百万 十万 万円百億 十億 億 千万 百万 十万 万円百億 十億 億 千万 百万 十万 万円百億 十億 億 千万 百万 十万 万円

　　１　　コンビニエンスストア 　　２　　ドラッグストア 　　３　　ホームセンター 　　４　　均一価格店

14　店舗形態 この事業所の店舗形態について、該当するものがある場合は、番号を一つだけ〇で囲んでください。
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